
1 

 

千歳科学技術大学の公立大学法人化に関する市の検討結果について 

 

 

 １ 検討の背景と経過 

 

 ２ 市の判断 

 

 ３ 新たな目標（「若者が地域に学び、地域で活躍する大学」） 

 

 ４ 目指す取組 

 

 ５ 財務運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

１ 検討の背景と経過 

  千歳科学技術大学（以下「科技大」という。）は、道内で初めての「公設民

 営」大学として平成10年４月に開学した。 

 開学後19年を経て、少子化の急速な進行に伴う18歳人口の減少や、受験生

 の国公立大学及び大規模大学への志向の高まり等により、地方の私立大学の

 運営は厳しい時代を迎えている。 

 このような中、科技大は、小規模単科私立大学として、ますます厳しい環

 境になることを想定し、将来にわたり持続可能な運営を行うためには、抜本

 的な大学改革が必要であるとの認識に至り、設置形態として平成16年に制度

 化された公立大学法人への移行が最も相応しいと判断し、平成28年12月６日

 に科技大から千歳市に対して「公立大学法人化の検討」の要望が提出された。 

 市は、科技大からの要望内容を検討するにあたり、専門的な見地から調査・

 検討を行うための外部組織として、「千歳科学技術大学の公立大学法人化の検

 討に関する有識者会議」（以下「有識者会議」という。）を平成29年４月７日

 に設置し、科技大から提出された「千歳科学技術大学の今後のあり方につい

 て～大学改革（公立大学法人化）～」に基づき、本年８月末までに５回の会

 議を開催して検討を行った。 

 一方、市においても「千歳科学技術大学の公立大学法人化の検討に関する

 庁内会議」を組織して、市の責務や大学運営に係る財務、地域貢献などにつ

 いて、本年10月末までに10回の検討を重ねている。 

 有識者会議の検討結果としては、地域に大学が存在することにより、地方

 都市である千歳市に若者が集まることの意義は極めて大きく、大学のアカデ

 ミックな人材や学生は、地域にとっての知的な資源であり、市が地方創生に

 向けて様々な都市政策を展開するうえで、貴重な財産となる可能性があるこ

 とから、今後、市として科技大をまちづくりにどの様に活かすかのビジョン

 を構築し、その理念を科技大と共有しながら、新たな大学づくりを進めるこ

 とが必要であるとしている。 

 有識者会議は、これらの意見を尊重して検討を進めることで、科技大の公

 立大学法人化を是とする「報告書」を平成29年９月12日に千歳市長に提出し

 た。 

 市は、有識者会議の検討結果を踏まえ、科技大から提出された「公立大学

 法人化の検討」の要望に対して、次のとおり判断した。 
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２ 市の判断 

   市は、科技大から要望のあった公立大学法人化について、本年９月12日

  に「有識者会議」から提出された「報告書」を踏まえ、「公立大学の必要性」、

  「大学への財務負担」について、庁内における協議を重ね、科技大の公立

  大学法人化について検討を行った結果、科技大の公立大学法人化を「是」

  と判断した。 

   その理由については、以下のとおり。 

 【現状認識】 

   科技大に対する市の現状認識としては、開学以来約3,300名の卒業生を輩

  出し、これまで市内に５社のベンチャー企業があるほか、平成28年度の就

  職率は99.3％と高い率を確保していることは、社会で活躍できる人材育成

  に取り組んできた科技大の成果であり、更に科技大を巣立った多くの若者

  が、大学で学んだ知識と技術を活かしながら全国で活躍していることは、

  高等教育機関として社会に大きく貢献している。 

   また、科技大は、公設民営大学としての設置経過から、公開講座や理科

  実験講座の開催、小中学校における学習支援、教員の行政委員会等への参

  画など、様々な分野において地域貢献を行ってきており、市にとって不可

  欠な存在である。 

 【公立大学の必要性】 

   公立大学の役割としては、地域における高等教育機会の提供と、地域社

  会での知的・文化的拠点として中心的役割を担い、地域における社会・経

  済・文化への貢献が期待されおり、有識者会議の「報告書」では、大学の

  教職員や学生は「地域の知的な資源」であることや、「地域に若者が集う」

  機能があることから、まちづくりを進めるうえで貴重な財産となることが

  示されている。 

   地域に公立大学が存在する効果については、市が設置する大学として千

  歳愛の醸成など、「市が求める人材の育成」が可能となるほか、有能な「人

  材の輩出」による社会貢献、公立化に伴い授業料が安価となり、国公立大

  学志向が追い風となって、学生の増加が見込まれることから、「定住促進」

  や「若者の活躍」により賑わいが創出される。 

   また、「地域の知的な資源」として様々な「地域貢献」が可能となり、ま

  ちの発展に向けた都市政策や成長戦略を進めるうえで重要な役割を果たす

  ことができる。 
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   市は、年間乗降客数2,000万人を超える国際空港のまちであることや、 

  日本一の自衛隊のまちであること、多くの企業が立地し、平均年齢が全道

  一若いまちであるなど、本市の特性や多様な地域の財産を活かすことで、

  北海道をリードする勢いで発展を続けているまちである。 

   現在、本市では人口増加が続いているものの、将来的には減少が見込ま

  れており、これからの厳しい時代を乗り越え、まちの勢いを維持するため

  には、公立大学の設置を新たなチャンスとして捉え、地域に貢献する大学

  として次代を担う人材を育成し、若者が持つ「知力・体力・発信力」をま

  ちの活力につなげることが、新たな発展に資するものとして、大学と密接

  に連携・協力して地方創生に向けた取組を推進する必要がある。 

   更に、科技大が展開する幅広い研究活動は、常に新たな付加価値を創り、

それらが地域に還流することで、事業活動の活発化や拡大を促し、今後の

時代の変化に対応できる基盤構築の大きな牽引力となって、千歳市の産

業・経済の発展を支えることが期待できる。 

   これらのことから、市が将来の都市像として目指す「みんなで生き生き

  活力創造都市」を実現するため、まちづくりの新たな要素として、科技大

  がまちの発展に向けた役割を担うとともに、受験生や地域にとって魅力あ

  る大学となり、将来にわたりまちづくりに関わることが必要であると判断

  した。 

 【大学への財務負担】 

   大学に要する費用としては、年間にかかる運営費用と、長期的に施設設

  備取替・更新に係る費用がある。 

   運営費交付金については、年間にかかる運営費用のうち、授業料等の自

  己収入で賄えない額を、市が大学に交付する。 

   また、将来的な施設設備取替・更新費については、科技大が開学以降に

  積み立てた「減価償却引当特定資産」、及び公立化後に市が積み立てを予定

  する「減価償却額相当額」を財源とする。 

   公立大学設置に伴い想定される市の財政負担については、科技大が作成

  した「公立大学法人化後10年間の財務推計」をもとに検討した結果、地方

  交付税算定上の基準財政需要額の範囲内であり、他市の例からも、概ね市

  の財政に大きな影響を及ぼすことなく、大学運営に必要な財源を確保でき

  るものと判断した。 

   ただし、公立大学運営に係る地方交付税措置額や18歳人口の推移を注視

  しつつ、毎年度、大学の財務状況を確認するとともに、市の財務負担は、
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  地方交付税算定上の基準財政需要額を一定の基準とし、その基準を上回る

  場合には収支改善等を図る。 

 【まとめ】 

   科技大は、建学精神として「人知還流・人格陶冶」を掲げ、目指す大学

  像を「人格に優れ、次代の日本を担う自立心と人間力に満ちた社会人を育

  成する大学」、「知と技術の拠点を目指し、将来を担う優れた技術者を輩出

  する大学」、「地域をリードし、地域とともに発展する大学」としている。 

   市は、科技大の建学精神とともに、新たに若者によるまちづくりに視点

  を置き、「若者が地域に学び、地域で活躍する大学」をひとつの大学像とし

  て目指し、平成31年４月の公立大学開学に向けて取り組むこととした。 

３ 新たな目標（「若者が地域に学び、地域で活躍する大学」） 

   大学は、若者を集め、人材育成を行い、次代を担う若者を社会に輩出す

  る機能を有し、知の拠点として、地域を支え、地方創生を展開するうえで

  大きな役割を果たす存在である。 

   市は、まちの更なる発展に向けた新たな戦略として、科技大に通う学生

  が、学びの中で地域の魅力に触れ、地域と関わり合い、地域で活躍するこ

  とで、生きる力を養い、自己の成長を遂げるとともに、千歳に学んだ若者

  が将来にわたりまちづくりの活力となるよう「若者が地域に学び、地域で

  活躍する大学」を目指す。 

４ 目指す取組 

（１）人材育成 

  ① 魅力ある大学づくり 

    教育力の向上及び研究力の向上、有能な人材の輩出を目指す。 

    ・「学生の確保」については、きめ細やかな学生募集活動を継続して行

     うとともに、受験しやすい環境を整える。 

    ・「教育活動の推進」については、教職員の意識改革に取り組むほか、

     少人数単位の指導やＩＣＴを活用した教育の充実を進める。 

     また、文科省が進める大学改革はもとより、不断の教育改革に取り

     組むことにより、特色ある教育システムの確立を図る。 

     更に、社会人としての基礎力を高める教育を行うことにより、実社
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     会で活躍できる人材を送り出し、その果実を社会から地域へ還流さ

     せる。 

    ・「研究活動の推進」については、研究実績が豊富な教員の確保ととも

     に、多様な研究テーマの発掘や共同研究の推進、科学研究費助成事

     業などの採択に向けた取組、若手研究者の育成などにより、研究力

     の向上を目指す。 

  ② 市が求める人材育成 

    千歳愛の醸成及び就職率の向上、起業の促進を目指す。 

    ・「千歳学」などの地域を題材にした授業科目を導入し、千歳を知り、

     千歳を身近に感じる千歳愛を醸成する。 

     また、地元企業でのインターンシップの拡大、学生のスキルアップ

     や広く社会の仕組みを学ぶキャリア教育を実施し、高い就職率を維

     持するほか、地域における就職・起業の促進を図る。 

    ・「卒業生支援」については、同窓会活動など、卒業生のネットワーク

     構築を活発化させ、千歳市の最新情報を提供するなどにより、千歳

     市の応援団としての活動を促進する。 

（２）地域貢献 

  ① 地域の知の拠点 

    市民生活の向上、地域の活性化を目指す。 

    ・「既存の地域貢献の拡充」として、公開講座や理科実験講座、小中学

     生の学習支援、教職員の行政への参画等、これまで実施してきた貢

     献内容の充実・拡大を図る。 

    ・「地域連携・地域課題の解決」については、「スマートネイチャーシ

     ティちとせ構想」において、新たに観光や農業、食などを含め、地

     域と連携した地域貢献を行い、推進機関として地域連携センターを

     設置する。 

     更に、科技大の研究分野にこだわらず、幅広い地域課題の解決に向

     けた取組を行う。 

    ・「高等教育機関との連携」については、科技大が市内の大学等の核と

     なって相互連携を深め、まちづくりへの共同参画やまちなかキャン

     パスなど、活動の幅を広げ、まちの発展につなげる。 
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  ② 若者の活躍 

    定住促進、賑わいの創出、豊かなコミュニティづくりを目指す。 

    ・「定住人口の確保」として、学生の活動環境や活動拠点をまちなかに

     整備することにより、学生にとって住みやすいまちとして市内居住

     を推進する。 

    ・「活躍の場の創出」については、学生の地域活動、ボランティア活動

     を教育の一環として取り組み、学生の力を活用する仕組みづくりを

     行い、これらをきっかけとして、クラブ・サークル活動や学生の自

     主活動、及びアルバイトなど、若者の活躍の場の拡大につなげる。 

５ 財務運営 

（１）運営費交付金 

    １年間の大学運営に必要な額から、自己収入を差し引いた残りの額を、

   市が運営費交付金として支出する。 

    運営費交付金  ＝  大学運営に必要な費用  －  自己収入  

（２）施設設備取替・更新費 

    公立大学法人に移行後の施設設備取替・更新に係る費用については、

   設置主体となる市の負担となる。 

    将来的な施設設備取替・更新費については、科技大が開学以降に積み

   立てた「減価償却引当特定資産」、及び公立化後に市が積み立てを予定す 

る「減価償却額相当額」を財源とする。 

（３）現金預金 

   科技大が保有している現金預金については、公立大学の弾力的な運用

   等に必要な額を、公立化後も科技大が保有する。 



新たな目標 「若者が地域に学び、地域で活躍する大学」

【公立大学の役割】

【地域に学ぶ】

【地域で活躍】

学生の確保
・きめ細やかな学生募集活動の継続と受験しやすい環境を整えることにより、多くの受験生を集める

魅力ある大学づくり 教育活動の推進
・教職員の意識改革に取り組むほか、少人数単位の指導やＩＣＴを活用した教育の充実を進める
・文科省が進める大学改革はもとより、不断の教育改革に取り組み、特色ある教育システムの確立を図る
・社会人としての基礎力を高める教育を行うことにより、実社会で活躍できる人材を送り出し、その果実を社会から地
域へ還流させる

･教育力の向上
・研究力の向上
・有能な人材の輩出

千歳科学技術大学

既存の地域貢献の拡充

千　　歳　　市

研究活動の推進
・研究実績の豊富な教員を確保するとともに、多様な研究テーマの発掘や共同研究の推進、科学研究費助成事業の
採択に向けた取組及び若手研究者の育成を図るなど、研究力の向上を目指す

人　　材　　育　　成

連携
   ・
協力

地域の特性を活かした教育
・「千歳学」など、地域を題材にした授業科目を導入し、千歳を知り、千歳を身近に感じる千歳愛を醸成する
・地元企業でのインターンシップの拡大、学生のスキルアップや広く社会の仕組みを学ぶキャリア教育を実施し、高い
就職率を維持するほか、地域における就職・起業の促進を図る

・市民生活の向上
・地域の活性化

地域の知の拠点 地域連携・地域課題の解決 ・スマートネイチャーシティちとせ構想において、新たに観光や農業、食などを含め、地域と連携した地域貢献を行
い、推進機関として「地域連携センター」を設置する
・科技大の研究分野にこだわらず、幅広く地域課題の解決に向けた取組を行う

・定住促進
・賑わい創出
・豊かなコミュニティづくり

市が求める人材育成
・千歳愛の醸成
・就職率の向上
・起業の促進

若　者　の　活　躍

卒業生の支援

地方公共団体が設置・管理する性格から、地域における高等教
育機会の提供と、地域社会での知的・文化的拠点として中心的
役割を担い、それぞれの地域での社会、経済、文化への貢献が
期待されている

・同窓会活動など、卒業生のネットワーク構築を活発化させ、千歳市の最新情報を提供することによって、千歳市の
応援団としての活動を期待する

活躍の場の創出
・学生の地域活動、ボランティア活動を教育の一環として取り組み、学生の力を活用する仕組みづくりを行い、これら
をきっかけとして、クラブ・サークル活動や学生の自主活動及びアルバイトなど、若者の活躍の場の拡大につなげる

高等教育機関との連携
・科技大が市内の大学等の核となって相互連携を深め、まちづくりへの共同参画やまちなかキャンパスなど、活動の
幅を広げ、まちの発展につなげる

地　　域　　貢　　献

定住人口の確保
・学生の活動環境（交通機関の確保等）や活動拠点をまちなかに整備することにより、学生にとって住みやすいまちと
して市内居住を推進する

・公開講座や学生活動、教育分野、国際交流分野、産業分野、その他施設開放等、様々な地域貢献の充実、拡大を
図る


